
「印旛広域水道ビジョン・経営戦略策定業務委託」仕様書 

 

１．業務名  印旛広域水道ビジョン・経営戦略策定業務委託 

 

２．業務の目的 

印旛郡市広域市町村圏事務組合（以下、「印旛広域水道」という。）では、

平成 23 年に『印旛広域水道ビジョン』を策定し、ここで掲げた「安心でき

る広域水道」、「信頼される広域水道」、「地域のための広域水道」という 3

つの基本方針の実現に向けて、これまで水道事業経営を行ってきた。 

その後、人口減少社会の到来や東日本大震災など、水道事業を取り巻く

環境の大きな変化に対応するため、厚生労働省では平成 25 年 3 月に「新

水道ビジョン」を策定し、50 年、100 年後の将来を見据え、水道の理想像

を明示するとともに、その理想像を具現化するため、取り組むべき事項や

方策などが示された。また、水道事業の持続をより具体化して検討するた

め、平成 26 年 8 月に総務省から「公営企業の経営に当たっての留意事項

について」が通知され、「経営戦略」の策定の必要性が示された。印旛地域

の末端給水事業 9 団体の事業統合を検討については、基礎調査及び事業統

合における広域化の検討を平成 30 年度と令和元年度に行っている。 

こうした背景を踏まえ、新水道ビジョンの理念、経営戦略の視点等の観

点から、現行の『印旛広域水道ビジョン』を見直した上で、印旛広域水道

が将来にわたって水道サービスの提供を安定的に継続することが可能と

なるよう、水道事業の将来像とその実現のための具体的な施策をとりまと

めた『印旛郡市広域市町村圏事務組合 水道ビジョン・経営戦略』を策定

することを目的とする。 

 

３．業務委託期間 

  契約締結の翌日から令和３年３月１９日まで 

 

４．設計協議 

業務を円滑に行うため、下記の各段階で必要な事項について協議を行う。

なお、その他に必要が生じた際も随時協議を行うものとする。  

・初回打合せ(業務開始時)  

業務内容の確認(要望事項・内容、作業方針、工程、検討事項・内容等

の協議確認)及び貸与資料等の確認  

・中間打合せ（5 回を想定） 

中間報告及び作業中に発生する諸条件の処理に関する確認  

・最終打合せ(業務完了時)  

総括説明及び成果品納入、検収の立会い 

 ※各協議及び打合せについて、議事録を作成し、提出すること。 

 



５．業務内容１（水道ビジョン策定） 

5-1 現状・将来見通しの把握と目標設定 

5-1-1 水道事業の現状評価・課題 

（1) 現況の把握 

各種資料を収集し、水道事業の沿革、施設配置、施設の運転状況、維持

管理状況、経営環境、組織体制等の事業特性や地域特性を把握する。 

（2) 課題の整理 

これまでに行ってきた取組みについて、『印旛広域水道ビジョン』で掲げ

た施策の進捗状況を中心に整理するとともに、その成果や効果を分析し、

今後の課題を整理する。 

 

5-1-2 将来の事業環境 

（1) 水需要予測 

将来の水需要量について、「印旛地域末端給水事業統合広域化検討業務

委託（令和元年度）」での推計結果を踏まえ、最新の実績値を用いて推計を

行う。 

（2) 将来の事業環境の設定 

外部環境の変化（人口減少、施設の効率性低下、水源の汚染、利水安全

性低下等）及び内部環境の変化（施設の老朽化、資金の確保、職員数の減

少等）を整理し、想定される将来の事業環境を設定する。 

 

5-1-3 地域の水道の理想像と目標設定 

（1) 理想像の設定 

「新水道ビジョン」で掲げる「持続」、「安全」、「強靱」の観点に留意し

つつ、50 年、100 年先を見据えた地域の水道の基本理念と理想像を設定す

る。 

（2) 目標の設定 

設定した理想像を具現化するため、「持続」、「安全」、「強靭」の観点から、

地域の実情を踏まえた施策に関する目標を設定する。 

 

5-2 推進する実現方策 

印旛広域水道が推進すべき実現方策を設定する。推進に当たっては、「持

続」、「安全」、「強靭」のそれぞれについて、「アセットマネジメント」、「水

安全計画」、「耐震化計画」等を戦略的アプローチとして体制強化を図るも

のとする。また、「連携」と「挑戦」の観点から、他事業体との連携や PPP/PFI

をはじめとする民間的経営手法の導入及び経営基盤強化の取り組み方針

についても整理する。 

 

5-3 検討の進め方とフォローアップ 

策定した計画の進捗管理や見直しについて、PDCA サイクルが有効に機能



するための方法を検討する。 

 

5-4 水道ビジョン策定の取りまとめ 

調査結果を取りまとめて『印旛広域水道ビジョン』を作成する。なお、

公表資料とすることを踏まえ、一般の需要者にとって分かりやすくなるよ

うに取りまとめる。 

 

 

６. 業務内容２（経営戦略策定） 

6-1 事業概要の整理 

経営の現状や課題を的確に把握するため、既存資料をもとに経営の健全

性・効率性、保有する施設の規模・能力や老朽化・耐震化の状況等を整理

する。 

現状把握・分析に当たっては、経営及び施設の状況を表す経営指標を取

りまとめた「経営比較分析表」等を活用し、経年変化や類似団体との比較

等の分析を行う。 

将来の事業環境については、「水道ビジョン」の検討成果を活用して、給

水人口、水需要、料金収入、施設、組織の見通しを把握する。 

 

6-2 経営の基本方針の検討 

事業概要を整理した結果に基づき、印旛広域水道が将来も健全な経営状

態を維持できるように、経営の基本方針を策定する。 

 

6-3 投資・財政計画の策定 

『経営戦略策定ガイドライン』（総務省）を基本とし、また令和元年度に

実施した「印旛地域末端給水事業統合広域化検討業務」の検討結果を踏ま

え、最新の実績値を用いて財政計画の見直しを行う。これによって投資と

財源の双方のバランスがとれた投資・財政計画を策定する。 

令和３年度から４０年間の収支の見通しを試算することとする。成果品

には、令和３年度から１０年間の収支の見通しを記載することとし、４０

年間の収支の見通しについては、資料として提出することとする。 

 

6-4 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

策定した経営戦略（投資・財政計画）の事後検証や更新、進捗管理につ

いて、PDCA サイクルが有効に機能するための方法を検討する。 

 

6-5 経営戦略策定の取りまとめ 

調査結果をとりまとめて経営戦略を作成する。なお、公表資料とするこ

とを考慮して、一般の需要者にとっても分かりやすくなるように取りまと

めること。 



７. 照査 

 本業務の基本条件や決定事項等について照査を実施する。 

 

８. 会議等への同席及び説明 

本業務を行う際に、構成団体等への説明や会議、別途検討委員会等を開

催する場合は、同席し内容説明・質疑応答・議事録の作成を行うこと。(1

回程度) 

 

９．提出書類及び成果品の作成  

9-1 提出書類 

(1) 業務着手届            (契約後７日以内)    ２部 

(2) 業務主任技術者（管理技術者）選任通知書 

 (契約後７日以内)    ２部 

   [経歴書及び資格証の写しを添付すること。] 

(3) 業務工程表               （契約後７日以内）   ２部 

(4) 業務カルテ  （契約後１０日以内・完成後１０日以内）  １部 

  業務カルテ受領書の写し      （その都度）        １部 

(5) 業務計画書                 （契約後１５日以内）   ２部 

(6) 業務完了報告書           (業務完了時 )     ２部 

(7) 業務目的物引渡申出書        (業務完了時 )      ２部 

(8) その他必要とする書類                         １式 

 

9-2 成果品の作成 

成果品として、上記までの検討結果を報告書にとりまとめる。 

また、水道ビジョン・経営戦略については、双方を兼ね備えた計画とし

てひとつにとりまとめること。さらに水道利用者への広報資料として側面

があることを踏まえ、水道利用者の興味を引くデザインや、わかりやすい

表現とすることに留意してとりまとめること。 

（成果品の部数等） 

・水道ビジョン・経営戦略 (本編)  コート紙カラー製本    ５０部 

・水道ビジョン・経営戦略 (概要版)  カラー製本         ５０部 

・報告書（資料編含む）         金文字黒表紙製本  ３部 

・上記に関する電子データ        ＣＤ        １枚 

・ホームページ掲載用データ                 １式 

※著作権を含め全て組合に帰属すること。 

 

 

9-3 審査 

受託者は、業務を履行する上で技術資料等の諸情報を活用し、十分な比

較検討を行うことにより、業務の高い質を確保することに努めるとともに



審査を実施し、報告書等に誤りがないように努めなければならない。 

受託者は、相当な経験を有する審査員を配置し、遺漏なき審査をしなけ

ればならない。 

 

１０. 業務の進め方 

10-1 業務主任技術者（管理技術者）と照査技術者 

  受託者は、業務遂行にあたり、業務主任技術者(管理技術者)及び照査

技術者を定め、委託者に通知すること。業務主任技術者（管理技術者）

については、技術士（上下水道部門・上水道及び工業用水道、又は総合

技術監理部門・上下水道―上水道及び工業用水道）の資格を有する者を

配置すること。また照査技術者については、総合技術監理部門・上下水

道―上水道及び工業用水道）の資格を有する者を配置すること。 

  

 ※業務主任技術者と管理技術者は、兼務できることとする。 

 ※業務主任技術者（管理技術者）と照査技術者とは兼務できないことと

する。また、業務主任技術者（管理技術者）及び照査技術者は、本委託

業務の公告日現在、直接的な雇用関係にあることを必要とする。（確認資

料として健康保険証等の写しを必要とする。） 

 

10-2 作業スケジュールの調整 

  受託者は、業務開始までに作業の詳細スケジュール表を作成し、組合

に届け出て承認を得ること。 

 

10-3 進捗状況の報告 

  受託者は、業務委託の遂行にあたり、業務進捗状況やその他の必要事

項について報告すること。 

 

１１. その他 

国(厚生労働省)新水道ビジョンを基本とすること。 

国(厚生労働省)水道ビジョン作成の手引きを基本とすること。 

国(厚生労働省)地域水道ビジョン作成の手引きを基本とすること。 

国(総務省)経営戦略策定ガイドラインを基本とすること。 

国(総務省) 公営企業の経営に当たっての留意事項について（平成 26

年 8 月 29 日付 自治財政局公営企業課長、公営企業経営室長、準公営企

業室長通知）及び「経営戦略」策定要領に留意すること。 

水道事業基盤強化に係る千葉県基本計画との整合に配慮すること。 

  本仕様書に記載のない事項については、組合と受託者が誠意をもって

協議し、法令を厳守して実施すること。 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000310647.pdf

